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※「株主資本等変動計算書」及び「個別注記表」につきましては、法令及び 

定款第１６条の規定に基づき、インターネット上の当行ウェブサイト 

（https://www.howabank.co.jp/）に掲載することにより、株主の皆さま 
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第 10４期 
2021 年４月 １日から 

2022 年３月 31 日まで 株主資本等変動計算書 

（単位：百万円） 
 

株主資本 評価・換算差額等 

純 資 産
合 計 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自 己
株 式 

株 主 資
本 合 計 

その他有

価 証 券
評 価 差
額金 

土 地 再
評 価 差

額金 

評価・換
算 差 額

等 合 計 
資本準

備金 

資本剰
余金合
計 

利益準

備金 

そ の 他
利益剰

余金 利益剰
余金合
計 繰越利

益剰余

金 

当期首残高 12,495 10,349 10,349 956 6,649 7,605 △91 30,359 477 1,061 1,539 31,898 

当期変動額             

剰 余金 の配

当 
   83 △501 △418  △418    △418 

当期純利益     848 848  848    848 

自 己株 式の

取得 
      △0 △0    △0 

土地再評価
差 額金 の取
崩 

    42 42  42    42 

株主資本以
外 の 項 目 の
当期変動額

（純額） 

        △317 △42 △359 △359 

当期変動額合
計 

-  -  - 83 389 472 △0 472 △317 △42 △359 113 

当期末残高 12,495 10,349 10,349 1,040 7,038 8,078 △91 30,831 160 1,019 1,179 32,011 
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個別注記表 
 

※ 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

重要な会計方針 

１． 商品有価証券の評価基準及び評価方法 

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）により行っております。 

２． 有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価は、子会社・子法人等株式及び関連法人等株式については移動平均法による原価法、その他有価証

券については時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、ただし市場価格のない株式等については移動平均法

による原価法により行っております。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

３． 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

有形固定資産は、定率法（ただし、1998 年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除く。）並びに 2016

年 4 月 1 日以後に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用しております。 

また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建 物：34 年～50 年 

その他： 4 年～20 年 

(2) 無形固定資産 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、行内における利用可能期

間(５年)に基づいて償却しております。 

(3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス･リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産は、リース期間を耐用年数とした定額法に

より償却しております。なお、残存価額については零としております。 

４． 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建資産及び負債は、主として決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

５． 引当金の計上基準 

（1） 貸倒引当金 

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」(日本公認会計士

協会銀行等監査特別委員会報告第４号2020年10月８日。以下「銀行等監査特別委員会報告第４号」という。)に

規定する正常先債権及び要注意先債権に相当する債権のうち、銀行等監査特別委員会報告第４号に規定する要管

理先債権及び債務者の条件変更の有無、財政状態及びキャッシュ・フローの状況に基づいてグルーピングされた異なる信用

リスクを有する要注意先債権(以下「要管理先債権等」という。)については今後３年間の予想損失額、その他の債権につ

いては今後１年間の予想損失額を見込んで計上しており、予想損失額は、要管理先債権等は３年間、その他の債権は

１年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の過去の一定期間における平均値に基づき損失率を求め、これに将来見込

み等必要な修正を加えて算定しております。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見

込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額に対し、今後３年間の予想損失額を見込んで計上しております。予

想損失額は、主に３年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の過去の一定期間における平均値に基づき損失率を求め、

これに将来見込み等必要な修正を加えて算定しております。実質破綻先債権及び破綻先債権に相当する債権については、

以下のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額

を控除し、その残額を計上しております。 

また、要管理先債権及び破綻懸念先債権を有する債務者で与信額が一定額以上の大口債務者のうち、債権の元本

の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることができる債権については、当該キャッシュ・フローを

貸出条件緩和実施前の約定利子率で割引いた金額等と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法(キャッシュ・

フロー見積法)により計上しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に資産査定部署が資産査定を実施し、当

該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しております。 

なお、実質破綻先債権及び破綻先債権のうち担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証に
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よる回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は2,944

百万円であります。 

（2） 賞与引当金 

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当事業年度に帰

属する額を計上しております。 

（3） 退職給付引当金 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、必要額を計上しております。当事業年度末においては、年金資産の額が退職給付債務から未認識項目の合計

額を控除した額を超過しているため、前払年金費用として貸借対照表に計上しております。また、退職給付債務の算定に

あたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については期間定額基準によっております。なお、

数理計算上の差異の損益処理方法は次のとおりであります。 

数理計算上の差異：各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（９年）による定額法

により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から損益処理 

（4） 睡眠預金払戻損失引当金 

睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備えるため、将来の払戻

請求に応じて発生する損失を見積り必要と認める額を計上しております。 

６． 収益及び費用の計上基準 

当行の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務は、金融サービスに係る役務の提供であり、

主に約束したサービスを顧客に移転した時点で、当該サービスと交換に受け取ると見込まれる金額等で収益を認識しておりま

す。 

７． 消費税等の会計処理 

有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当事業年度の費用に計上しております。 

８． 投資信託の解約・償還に伴う損益 

投資信託の解約・償還に伴う損益については、解約益及び償還益の場合は「資金運用収益」の「有価証券利息配当金」

として、解約損及び償還損の場合は「有価証券利息配当金」を減額して計上しております。 

ただし、投資信託の期中収益分配金等が全体で損となる場合は、「その他業務費用」の「国債等債券償還損」に計上して

おります。 

 

会計方針の変更 

（収益認識に関する会計基準等の適用） 

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下、「収益認識会計基準」という。）等

を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受

け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。これにより、役務取引等収益の一部について主に一時点で収益

を計上する方法から、一定の期間にわたって収益を計上する方法に変更しております。 

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っており、

当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事業年度の期首の繰越利益剰余

金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、収益認識会計基準第86項に定める方法を適

用し、当事業年度の期首より前までに従前の取扱いに従ってほとんどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を

遡及適用しておりません。 

収益認識会計基準等の適用による期首繰越利益剰余金に与える影響はありません。また、当事業年度の計算書類に与

える影響は軽微であります。 
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（時価の算定に関する会計基準等の適用） 

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。）等

を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10

号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針

を、将来にわたって適用することとしております。なお、計算書類に与える影響はありません。 

また、「金融商品関係」注記において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項等の注記を行うことといたしまし

た。 

 

重要な会計上の見積り 

会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る計算書類に重要な

影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。 

貸倒引当金  

(1)当事業年度に係る計算書類に計上した額 貸倒引当金 5,336百万円 

(2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報  

①算出方法 

貸倒引当金の算出方法は、「重要な会計方針」「５．引当金の計上基準」「(1)貸倒引当金」に記載しております。な

お、当事業年度における予想損失額の算定には、将来見込み等必要な修正は加えておりません。 

②主要な仮定  

主要な仮定は、「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績等の見通し」及び「債務者区分の判定における新型

コロナウイルス感染症(ＣＯＶＩＤ-19)の経済活動等への影響」であります。 

「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績等の見通し」においては、債務者が策定した経営改善計画等の合理

性及び実現可能性等も踏まえて、将来の業績等の見通しを仮定しております。 

また、「債務者区分の判定における新型コロナウイルス感染症(ＣＯＶＩＤ-19)の経済活動等への影響」については、

新型コロナウイルス感染症(ＣＯＶＩＤ-19)の経済活動等への影響が今後少なくとも１年程度続くものと想定し、当行の

特定業種を含む貸出金等の信用リスクに一定の影響があるとの仮定を置いております。 

③翌事業年度に係る計算書類に及ぼす影響  

上記、貸出先の将来の業績等の見通し及び新型コロナウイルス感染症(ＣＯＶＩＤ-19)の経済活動等への影響には、

不確実性が伴います。従って、当初の見積もりに用いた仮定が想定より変化した場合には、翌事業年度に係る計算書類に

おける貸倒引当金に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

 

会計上の見積りの変更 

(貸倒引当金の計上方法の変更) 

当行は経営方針に「地域への徹底支援」を掲げ、中小企業・小規模事業の債務者への積極的な金融支援及び経営改善

支援の取組を実施していますが、当行の与信ポートフォリオの特性を踏まえた引当の重要性が増していること、さらに足元では新

型コロナウイルス感染症という極めて不確実性の高い要素が発生していることから、それらを引当により適切に反映していくことが

課題であると認識しています。 

このため当行は地域金融機関として適切かつ積極的な金融支援を行うなどの金融仲介機能を発揮するため、将来の信用リ

スクを貸倒引当金により適切に反映させ、財務の健全性を更に確保することが必要であると判断し、貸倒引当金に関する見積

りの変更を行っております。 

具体的には要管理先債権以外の要注意先債権のうち、債務者の条件変更の有無、財政状態及びキャッシュ・フローの状

況に基づいてグルーピングされた異なる信用リスクを有する要注意先債権については、要管理先債権及び破綻懸念先債権に

準じて、従来の１年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の過去の一定期間における平均値に基づき損失率を求める方法

から、３年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の過去の一定期間における平均値に基づき損失率を求める方法に変更し

ました。 

この見積りの変更により、当事業年度末の貸倒引当金繰入額及び貸倒引当金は412百万円増加し、経常利益及び税引

前当期純利益は同額減少しております。 
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注記事項 

（貸借対照表関係) 

１． 関係会社の出資金総額 168 百万円 

２． 銀行法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりであります。なお、債権は、貸借

対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支払の全部又は一部について保証しているものであって、

当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）によるものに限る。）、貸出金、外国為替、

「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに支払承諾見返の各勘定に計上されるもの並びに注記されている有価

証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）であります。 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権額   1,224 百万円 

危険債権額                    17,126 百万円 

要管理債権額                          623 百万円  

三月以上延滞債権額                 －   

貸出条件緩和債権額                 623 百万円 

小計額                      18,975 百万円 

正常債権額                  403,303 百万円 

合計額                     422,278 百万円 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由に

より経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権であります。 

危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債

権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で破産更生債権及びこれらに準ずる債権に該当しな

いものであります。 

三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で破産更

生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当しないものであります。 

貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元

本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債

権、危険債権並びに三月以上延滞債権に該当しないものであります。 

正常債権とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、破産更生債権及びこれらに準ずる債

権、危険債権、三月以上延滞債権並びに貸出条件緩和債権以外のものに区分される債権であります。 

上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

（表示方法の変更） 

「銀行法施行規則等の一部を改正する内閣府令」（2020 年１月 24 日 内閣府令第３号）が 2022 年３月 31

日から施行されたことに伴い、銀行法の「リスク管理債権」の区分等を、金融機能の再生のための緊急措置に関する法

律に基づく開示債権の区分等に合わせて表示しております。 

３． 手形割引は、業種別委員会実務指針第 24 号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた商業

手形等は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は、1,765 百万

円であります。 

４． 担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産     有価証券  34,941百万円 

                 貸出金    6,240百万円 

担保資産に対応する債務  預金         640百万円 

                 借用金   30,000百万円 

上記のほか、内国為替決済、公金収納等の取引の担保として、預け金59百万円、中央清算機関差入証拠金5,000

百万円を差し入れております。 

また、その他の資産には、保証金7百万円が含まれております。 

５． 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規

定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けることを約する契約であります。これらの契約に係

る融資未実行残高は、30,049 百万円であります。このうち契約残存期間が 1 年以内のものが 30,049 百万円でありま

す。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当行の将
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来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその

他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項

が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に

予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じてお

ります。 

６． 土地の再評価に関する法律（1998 年３月 31 日公布法律第 34 号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、

評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これ

を控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

再評価を行った年月日  1998年３月31日 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定める地価税法第

16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額に基づいて、奥行価格補正等合理的な調整を行

って算出。 

同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当事業年度末における時価の合計額と当該事業用土地の再

評価後の帳簿価額の合計額との差額1,952百万円 

７．有形固定資産の減価償却累計額 5,634 百万円 

８．有形固定資産の圧縮記帳額 520 百万円 

９．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する保証債務の

額は 3,919 百万円であります。 

１０． 取締役及び監査役との間の取引による取締役及び監査役に対する金銭債権総額 0 百万円  

 

 

（損益計算書関係） 

１．「その他の経常費用」には、貸出金償却 623 百万円、株式等償却 66 百万円及び株式等売却損 47 百万円を含ん

でおります。 

２. 減損損失 

   当行は以下の資産について減損損失を計上しております。 

 

上記の資産は、売却等の方針の決定、継続的な地価の下落及び営業キャッシュ・フローの低下により、資産グループの帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。 

当行は、グルーピングの単位を営業店単位としております。ただし、将来の使用が見込まれていない遊休資産については、

個々の物件単位でグルーピングをしております。また、本部等銀行全体に関連する資産については共用資産としております。 

なお、減損損失の測定に使用した回収可能価額は、正味売却価額であります。正味売却価額は不動産鑑定評価額等

から処分費用見込額を控除して算定しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域 主な用途 種類 減損損失 
  

うち土地 うち建物 

大分県内 営業用不動産１カ所 土地、建物 35百万円 30百万円 4百万円 

大分県内 遊休不動産１カ所 土地、建物 11百万円 8百万円 3百万円 

大分県外 営業用不動産１カ所 土地 52百万円 52百万円 －百万円 
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（株主資本等変動計算書関係) 

１． 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（単位：千株）   

 当 事 業 年 度 

期 首 株 式 数 

当 事 業 年 度 

増 加 株 式 数 

当 事 業 年 度 

減 少 株 式 数 

当 事 業 年 度 末 

株 式 数 
摘 要 

発行済株式      

 普 通 株 式 5,944 － － 5,944  

 Ｂ種優先株式 3,000 － － 3,000  

 Ｄ種優先株式 1,600 － － 1,600  

 Ｅ種優先株式 799 － － 799  

 合 計 11,344 － － 11,344  

自己株式      

 普 通 株 式 47 0 － 47 (注) 

 合 計 47 0 － 47  

（注）普通株式の自己株式数の増加 0 千株は、単元未満株式の買取によるものです。 

 

２．配当に関する事項 

(1) 当事業年度中の配当金支払額 

（決議） 株式の種類 配当金の総額 
１株当たり 

配 当 額 
基準日 効力発生日 

2021 年６月 29 日 

定 時 株 主 総 会 
普通株式 58 百万円 10 円 

2021 年 

３月 31 日 

2021 年 

６月 30 日 

Ｂ種優先株式 24 百万円 8 円 
2021 年 

３月 31 日 

2021 年 

６月 30 日 

Ｄ種優先株式 175 百万円 109 円 60 銭 
2021 年 

３月 31 日 

2021 年 

６月 30 日 

Ｅ種優先株式 159 百万円 200 円 
2021 年 

３月 31 日 

2021 年 

６月 30 日 

 

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当事業年度の末日後となるもの 

（決議） 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 
１株当たり 

配 当 額 
基準日 効力発生日 

2022 年６月 29 日 

定 時 株 主 総 会 
普通株式 58 百万円 

その他利益

剰余金 
10 円 

2022 年 

３月 31 日 

2022 年 

６月 30 日 

Ｂ種優先株式 24 百万円 
その他利益

剰余金 
8 円 

2022 年 

３月 31 日 

2022 年 

６月 30 日 

Ｄ種優先株式 176 百万円 
その他利益

剰余金 
110 円 60 銭 

2022 年 

３月 31 日 

2022 年 

６月 30 日 

Ｅ種優先株式 159 百万円 
その他利益

剰余金 
200 円 

2022 年 

３月 31 日 

2022 年 

６月 30 日 

（注）2022 年６月 29 日開催の定時株主総会の議案として、配当に関する事項を上記のとおり提案しております。 

 

 

（金融商品関係) 

１． 金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当行は、預金業務、貸出業務、有価証券投資業務、内国為替業務など銀行業務を中心に金融サービスに係る事

業を行っており、市場の状況や長短のバランスを勘案して、資金の運用及び調達を行っております。 

このように、主として金利変動や価格変動を伴う金融資産と負債を保有しているため、当行は資産及び負債の総合

的管理（ALM:Asset Liability Management）を実施し、資産・負債のリスクを統合的に把握し、適正な管理を

実施することにより、経営の健全性の確保と経営資源の効率的活用による収益性の向上を図っております。 
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(2) 金融商品の内容及びそのリスク 

①金融資産 

当行が保有する主な金融資産は、国内の事業者及び個人に対する貸出金及び国債や社債等の債券・株式・投

資信託等の有価証券であり、海外有価証券はありません。 

また、有価証券は、その他投資目的で保有しており、トレーディング目的では保有しておりません。 

これらの金融資産は、経済環境の変化や貸出先・発行体の財務状況の悪化等による信用力低下や債務不履行

等の信用リスクや、金利・株価等の市場変動等により価格や収益等が変動する市場リスク、市場流動性の低下により

適正な価格での取引が難しくなる市場流動性リスクに晒されております。 

 

②金融負債 

当行が保有する主な金融負債は、預金のほか、借入金を含んでおります。 

預金は、国内の事業者及び個人の預金であります。 

これらの金融負債は、金融資産と同様に、金利等の相場変動により価格やコスト等が変動する市場リスクや、市場

の混乱や信用力の低下等により資金の調達が困難となる市場流動性リスクに晒されております。 

 

 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制 

当行は、リスク管理に関する方針や基本的事項を「リスク管理の基本方針」、「統合的リスク管理規程」にて制定し、

これらの規程等に基づき組織的なリスク管理態勢を構築しております。 

具体的には、取締役会をリスク管理態勢の上位機関とし、その下位に経営会議、頭取を委員長とする ALM/リスク

管理協議会を設置し、更にリスク種別毎に市場リスク部会や流動性リスク部会等を組織横断的に設置しております。 

あわせて総合企画部をリスク管理の統括部署とし、リスク種別毎に主管部署または担当部署を特定しております。 

このような組織態勢と各種規定・マニュアル等により金融商品に係る信用リスク・市場リスク・流動性リスク等を管理し

ております。 

 

①信用リスクの管理 

当行は、銀行経営の健全性の観点から、貸出資産の健全性が重要であると考え、「クレジットポリシー」及び「信用リ

スク管理規程」「与信決裁権限規程」等の信用リスクに関する管理諸規程に従い、融資部が主管となって与信案件の

審査や与信のポートフォリオ管理を行い、信用リスクを管理しております。 

与信限度額、内部格付、保証や担保の設定、開示債権への対応など与信管理に関する規程やマニュアルを整備し、

営業店を指導する一方、特に信用リスクの程度が大きい与信先等については、融資部が重点的に管理を行っておりま

す。 

また、組織横断的な信用リスク部会や与信案件協議機関として融資会議を設置し、案件次第では経営会議等に

付議する等により、信用リスクをコントロールし与信運営上のガバナンスを確保しております。 

 

②市場リスクの管理 

(ⅰ)金利リスク及び価格変動リスクの管理 

当行は、銀行経営の健全性の観点から、市場リスク管理は重要であると考えております。  

当行が保有する主な市場リスクには、金利市場や株式市場等の変動により収益や価格が変動するリスクがあるため、

それらリスクを適時適切に計測し管理しております。 

「市場リスク管理規程」「統合的リスク管理細則」「市場リスク計測要領」等の規程及びマニュアルにリスク管理方法や

リスク計測手法等を明記し、ALMに関する方針に基づき、ALM/リスク管理協議会等においてリスク状況の報告や今後

の対応の協議等を行っております。 

また、有価証券については、経営会議で決定した運用施策や有価証券運用基準に従って運用しております。 

(ⅱ)為替リスクの管理 

当行は、積極的な外貨資産への投資を行っておりませんが、一部運用商品に含まれる為替リスクについては、他の市

場リスクと合わせて一定の限度内に収まるよう管理しております。 
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③流動性リスクの管理 

当行は、銀行経営の健全性の観点から、資金調達に係る流動性リスクを重要と考え、流動性リスク管理規程等に

基づき管理しております。 

主管部署及び統括部署が日常的に資金管理を行う一方で、将来の資金運用を反映した資金繰り予想を行い、月

次で流動性リスク部会や ALM/リスク管理協議会に報告することにより、統合的に管理しております。 

 

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれ

ております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当

該価額が異なることもあります。 

 

２． 金融商品の時価等に関する事項 

2022 年３月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。なお、市場価格のな

い株式等及び組合出資金は、次表には含めておりません。（（注）参照）。また、現金預け金、外国為替(資産)は、短

期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。 

（単位：百万円） 

 貸 借 対 照 表 

計 上 額 
時 価 差 額 

(1)有価証券 108,887 108,887 － 

(2)貸出金 417,743   

   貸倒引当金(＊) △5,327   

 412,415 416,027 3,611 

資産計 521,303 524,915 3,611 

(1)預金 562,414 562,470 56 

(2)譲渡性預金 13,468 13,469 0 

(3)借用金 30,121 30,121 － 

負債計 606,005 606,061 56 

 (※)貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。 

（注） 市場価格のない株式等及び組合出資金の貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融商品の時価情報の「その

他有価証券」には含まれておりません。 

（単位：百万円） 

区 分 貸借対照表計上額 

①非上場株式(＊1) (＊2) 797 

②組合出資金(＊3) 476 

合 計 1,273 

(＊1)非上場株式については、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 19 号 

2020 年３月 31 日）第５項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。 

(＊2)当該事業年度において、非上場株式について、２百万円減損処理を行っております。 

(＊3)組合出資金については、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 31 号 

2019 年７月４日）第 27 項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。 

 

３． 金融商品の時価のレベルごとの内訳に関する事項 

 金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類しており

ます。 

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算定の対象

となる資産または負債に関する相場価格により算定した時価 

レベル２の時価：観察可能な時価に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係るインプットを用いて

算定した時価 

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価 
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時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、

時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。 

 

（１）時価で貸借対照表に計上している金融商品 

当事業年度（2022 年 3 月 31 日現在）                                       （単位：百万円） 

区分 
時価 

レベル 1 レベル 2 レベル 3 合計 

有価証券     

 その他有価証券     

  国債・地方債等 10,960 42,939 － 53,899 

  社債 － 32,032 3,960 35,992 

  株式 4,058 － － 4,058 

  その他 － 9,171 － 9,171 

資産計 15,018 84,143 3,960 103,122 

（※）「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 31 号 2019 年 7 月 4 日） 

第 26 項に定める経過措置を適用した投資信託等については、上記表には含めておりません。 

貸借対照表における当該投資信託等の金額は 5,764 百万円であります。 

 

（２）時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品 

当事業年度（2022年3月31日現在）                                       （単位：百万円） 

区分 
時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

貸出金 － － 416,027 416,027 

 資産計 － － 416,027 416,027 

預金 － 562,470 － 562,470 

譲渡性預金 － 13,469 － 13,469 

借用金 － 30,121 － 30,121 

 負債計 － 606,061 － 606,061 

 

（注 1）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明 

資 産 

有価証券 

有価証券については、活発な市場における無調整の相場価格を利用できるものはレベル1の時価に分類しております。

主に上場株式や国債がこれに含まれます。 

公表された相場価格を用いたとしても市場が活発でない場合にはレベル 2 の時価に分類しております。 

主に地方債、社債、円建外債がこれに含まれます。 

相場価格が入手できない場合には、将来キャッシュフローの現在価値技法などの評価技法を用いて時価を算定してお

ります。評価に当たっては観察可能なインプットを最大限利用しており、インプットには日本円 OIS、SWAP レート、デフォ

ルト率が含まれます。算定に当たり重要な観察できないインプットを用いている場合には、レベル 3 の時価に分類しており、

社債（銀行保証付私募債）がこれに含まれます。 

貸出金 

貸出金については、貸出金の種類及び内部格付、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を市場金利に信用リス

ク等を反映させた割引率で割り引いて時価を算定しております。このうち変動金利によるものは、短期間で市場金利を反

映するため、貸出先の信用状態が実行後大きく異なっていない場合は時価と帳簿価額が近似していることから、帳簿価

額を時価としております。 

また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する貸出金等は、担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸

倒引当金を算定しているため、時価は決算日における貸借対照表上の債権等計上額から貸倒引当金計上額を控除し

た金額に近似しており、当該価額を時価としております。 



 

11 
 

金利の決定方法が特殊な貸出金は、当行から独立した第三者の価格提供者により提示された評価額を時価としてお

ります。 

返済期限を設けていない貸出金は、返済見込期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近似しているものと想定

されるため、帳簿価額を時価としております。 

これらの取引につきましては、レベル３の時価に分類しております。 
 

負 債 

預金、及び譲渡性預金 

要求払預金について、決算日に要求に応じて直ちに支払うものは、その金額を時価としております。また、定期預金及

び譲渡性預金については、一定の期間ごとに区分した元利金の合計額を、新規に預金を受け入れた場合に使用する利

率で割り引いて時価を算定しております。 

当該時価はレベル２の時価に分類しております。 
 

借用金 

借用金は全て固定金利であり、一定の期間毎に区分した元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に想定される

利率で割り引いて時価を算定しております。 

当該時価はレベル２の時価に分類しております。 

 

（注 2）時価で貸借対照表に計上している金融商品のうちレベル 3 の時価に関する情報 

（1）重要な観察できないインプットに関する定量的情報 

当事業年度（2022 年 3 月 31 日現在） 

区分 評価技法 
重要な観察できない 

インプット 
インプットの範囲 

インプットの 

加重平均 

有価証券     

 社債     

  私募債 現在価値技法 デフォルト率 0.3％－3.0％ 0.6％ 

 

（2）期首残高から期末残高への調整表、当期の損益に認識した評価損益 

当事業年度（2022 年 3 月 31 日現在） 

 
期首 

残高 

当期の損益または 

評価・換算差額等 購入、売却、

発行及び 

決済の純額 

レベル 3 の

時価への 

振替 

レベル 3 の

時価からの

振替 

期末 

残高 

当期の損益に計上した 

額のうち貸借対照表に 

お い て 保 有 す る 

金融資産の評価損益 

損益に 

計上 

評価・換算

差額等に

計上(＊) 

有価証券         

社債         

私募債 3,982 － 1 △23 － － 3,960 － 

（※）貸借対照表の「評価・換算差額等」の「その他有価証券評価差額金」に含まれております。 

 

 

（3）時価評価のプロセスの説明 

当行は時価の算定に関する方針及び手続を定めており、これに沿って各取引部門が時価を算定しております。算定され

た時価は、時価の算定に用いられた評価技法及びインプットの妥当性並びに時価のレベルの分類の適切性を検証しており、

時価の算定の方針及び手続に関する適切性が確保されております。 

時価の算定に当たっては、個々の資産の性質、特性及びリスクを最も適切に反映できる評価モデルを用いております。 

 

（4）重要な観察できないインプットを変化させた場合の時価に対する影響に関する説明 

私募債の時価の算定で用いている重要な観察できないインプットは、格付別デフォルト率であります。このインプットの著し

い増加（減少）は、時価の著しい低下（上昇）を生じさせることとなります。 
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（有価証券関係) 

貸借対照表の「国債」「地方債」「社債」「株式」「その他の証券」を記載しております。 

１． 売買目的有価証券（2022 年３月 31 日現在） 

該当事項はありません。 
 

２． 満期保有目的の債券（2022 年３月 31 日現在） 

該当事項はありません。 
 

３． 子会社・子法人等株式及び関連法人等株式（2022 年３月 31 日現在） 

該当事項はありません。 

（注）市場価格のない子会社・子法人等株式（出資金）及び関連法人等株式の貸借対照表計上額 

 
貸借対照表計上額 

(百万円) 

子会社・子法人等株式（出資金） 168 

関連法人等株式 － 

合計 168 

 

４． その他有価証券（2022 年３月 31 日現在） 

 種類 
貸借対照表計上額 

（百万円） 
取得原価 

（百万円） 
差額 

（百万円） 

貸借対照表計

上額が取得原

価を超えるもの 

株式 2,505 1,557 948 

債券 36,175 35,937 238 

 国債 2,025 2,005 19 

 地方債 16,836 16,821 15 

 社債 17,313 17,110 203 

その他 6,723 6,558 165 

小計 45,404 44,052 1,351 

貸借対照表計

上額が取得原

価を超えないも

の 

株式 1,553 1,935 △382 

債券 53,716 

,22 

54,081 △364 

 国債 8,934 

 

9,026 △91 

 地方債 26,103 26,257 △154 

 社債 18,679 18,797 △118 

 その他 8,212 8,520 △307 

小計 63,482 64,537 △1,055 

合計 108,887 108,590 296 

（注）市場価格のない「その他有価証券」 

 
貸借対照表計上額 

(百万円) 

株式 797 

その他 308 

合計 1,105 

これらについては、市場価格がないことから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。 

 

５．当事業年度中に売却した満期保有目的の債券（自 2021 年４月１日 至 2022 年３月 31 日） 

該当事項はありません。 
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６. 当事業年度中に売却したその他有価証券（自 2021 年４月１日 至 2022 年３月 31 日） 

 売却額 
（百万円） 

売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額 
（百万円） 

株式 216 34 47 

債券 100 0 － 

地方債 100 0 － 

その他 195 13 13 

合計 512 48 60 
 

７．減損処理を実施した有価証券 

売買目的有価証券以外の有価証券（市場価格のない株式等及び組合出資金を除く）のうち、当該有価証券の時

価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当

該時価をもって貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を当事業年度の損失として処理（以下「減損処理」という。）

しております。 

当事業年度における減損処理額は、63 百万円(うち株式 63 百万円)であります。 

なお、市場価格のある有価証券の時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、当事業年度末の時価が取得原価

に比べて 50％以上下落した場合は著しく下落したと判断し、30％以上 50％未満下落している場合は著しく下落した銘

柄に該当するか否かの判定を行い、該当した銘柄について時価の回復が見込めないと判断した場合にそれぞれ減損処理を

行っております。 

 

（金銭の信託関係) 

該当事項はありません。 

 

（税効果会計関係) 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ次のとおりであります。 

繰延税金資産  
税務上の繰越欠損金 1,561 百万円 
貸倒引当金 2,247 百万円 
減価償却超過額 72 百万円 
有価証券償却否認 342 百万円 
その他有価証券評価差額金 69 百万円 
その他 346 百万円 

繰延税金資産小計 4,639 百万円 
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △1,388 百万円 
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △2,464 百万円 

評価性引当額小計 △3,852 百万円 

繰延税金資産合計 787 百万円 
繰延税金負債  

前払年金費用 191 百万円 
資産除去債務 4 百万円 
その他有価証券評価差額金 136 百万円 

繰延税金負債合計 332 百万円 
繰延税金資産の純額 454 百万円 
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（収益認識関係） 

 顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

 (単位：百万円) 

区分 
当事業年度 

（自 2021年４月１日 至 2022年３月31日） 

役務取引等収益 1,165 

預金・貸出業務 426 

為替業務 398 

証券関連業務 3 

代理業務 77 

保護預り・貸金庫業務 6 

保証業務 12 

保険窓販業務 86 

投信窓販業務 153 

その他経常収益 13 

その他業務 13 

顧客との契約から生じる経常収益 1,178 

上記以外の経常収益 8,467 

外部顧客に対する経常収益 9,645 

 

 

（１株当たり情報) 

１株当たりの純資産額 789円13銭 

なお、１株当たりの純資産の計算においては、純資産から優先株式の発行金額26,997百万円を控除しております。 

１株当たりの当期純利益金額 82円73銭 

 

（持分法損益等） 

該当事項はありません。 

 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 
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（単位：百万円）

金　　額 金　　額

(資産の部) (負債の部)

106,096 562,414

現 金 8,273 8,636

預 け 金 97,823 285,549

110,161 895

国 債 10,960 23

地 方 債 42,939 249,454

社 債 35,992 4,647

株 式 4,855 13,207

そ の 他 の 証 券 15,413 13,468

417,743 30,121

割 引 手 形 1,765 30,121

手 形 貸 付 23,312 3,795

証 書 貸 付 366,947 150

当 座 貸 越 25,718 179

88 394

外 国 他 店 預 け 88 444

5,764 0

未 決 済 為 替 貸 69 67

前 払 費 用 43 175

未 収 収 益 357 2,383

中央清算機関差入証拠金 5,000 237

そ の 他 の 資 産 293 9

6,454 523

建 物 1,348 348

土 地 4,582 610,920

リ ー ス 資 産 61 (純資産の部)

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 462 12,495

528 10,349

ソ フ ト ウ ェ ア 512 10,349

ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定 15 8,078

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産 0 1,040

629 7,038

454 7,038

348 △ 91

△ 5,336 30,831

160

1,019

642,929 1,179

32,011

642,931 642,931

当 座 預 金

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

繰 延 税 金 資 産

前 払 年 金 費 用

未 払 法 人 税 等

賞 与 引 当 金

睡 眠 預 金 払 戻 損 失 引 当 金

資 本 剰 余 金

資 本 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

第104期末（2022年３月31日現在）貸借対照表

科　　　目 科　　　目

現 金 預 け 金 預 金

そ の 他 負 債

普 通 預 金

有 価 証 券 貯 蓄 預 金

通 知 預 金

定 期 預 金

定 期 積 金

そ の 他 の 預 金

譲 渡 性 預 金

貸 出 金 借 用 金

借 入 金

未 決 済 為 替 借

外 国 為 替 未 払 費 用

そ の 他 資 産

前 受 収 益

給 付 補 填 備 金

リ ー ス 債 務

資 産 除 去 債 務

そ の 他 の 負 債

再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債

支 払 承 諾

負 債 の 部 合 計

資 本 金

支 払 承 諾 見 返

利 益 剰 余 金

貸 倒 引 当 金

利 益 準 備 金

自 己 株 式

株 主 資 本 合 計

繰 越 利 益 剰 余 金

純 資 産 の 部 合 計

資 産 の 部 合 計 負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

土 地 再 評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計
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（単位：百万円）

9,645

8,055

7,401

536

0

116

0

1,167

398

768

38

1

36

385

186

60

34

103

8,686

76

75

1

0

0

1,177

77

1,100

89

35

54

6,564

777

623

47

66

40

959

0

0

0

102

2

99

856

126

△ 118

8

848

第104期 〔
2021年４月１日から

〕 損益計算書
2022年３月31日まで

科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　額

外 国 為 替 売 買 益

経 常 収 益

資 金 運 用 収 益

貸 出 金 利 息

有 価 証 券 利 息 配 当 金

コ ー ル ロ ー ン 利 息

預 け 金 利 息

そ の 他 の 受 入 利 息

役 務 取 引 等 収 益

受 入 為 替 手 数 料

そ の 他 の 役 務 収 益

そ の 他 業 務 収 益

国 債 等 債 券 売 却 益

そ の 他 経 常 収 益

貸 倒 引 当 金 戻 入 益

償 却 債 権 取 立 益

株 式 等 売 却 益

国 債 等 債 券 売 却 損

そ の 他 の 経 常 収 益

経 常 費 用

資 金 調 達 費 用

預 金 利 息

譲 渡 性 預 金 利 息

コ ー ル マ ネ ー 利 息

借 用 金 利 息

役 務 取 引 等 費 用

支 払 為 替 手 数 料

そ の 他 の 役 務 費 用

そ の 他 業 務 費 用

固 定 資 産 処 分 益

そ の 他 の 業 務 費 用

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

貸 出 金 償 却

株 式 等 売 却 損

株 式 等 償 却

そ の 他 の 経 常 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 等 合 計

当 期 純 利 益

そ の 他 の 特 別 利 益

特 別 損 失

固 定 資 産 処 分 損

減 損 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益


